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研究成果の概要（和文）：　本研究は日本企業の国際的な競争優位の源泉としてトランスナショナル化（本社と海外拠
点が相互依存の関係であり共同で優位性を構築し共有するようになること）に着目し、既存研究では不十分であった（
1）新興国の市場・拠点でのイノベーションの発現、（2）そのグローバルな組織における共有経路・形態、（3）それ
らが組織全体の競争優位へ及ぼす影響の3つを明らかにすることを目的とした。
　目的（1）は企業や販売現場の実態調査を繰り返すことで特定の新興国におけるイノベーションを明らかにすること
ができた。目的（2）（3）は実態調査に加え、国際経営論を巡るサーベイと学会報告での議論を通じて概ね達成するこ
とができた。

研究成果の概要（英文）：This study focused on transnational organization as the source of international 
competitive advantage of Japanese firms. And we had three purposes for this study.First, to find the 
innovation arising at the market and production line in emerging countries, and through field research on 
firms and markets we could reveal one of those innovation.Second, to explain the process of sharing those 
innovation in the global organization, and field research suggested something important on this 
point.Third, to find the linkage between the innovation and trans nationalization for the competitive 
advantage, and we surveyed international management studies, made presentations at academic conferences 
and argue on it so that we could get some implications.

研究分野：国際経営論
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１．研究開始当初の背景 
これまで研究代表者は動態的能力アプロ
ーチ、企業間関係論、「対話としての競争」
概念を視角としながら企業の能力構築行動
と競争行動を考察し、東南アジアのオートバ
イ産業の形成と発展のありようについて検
討してきた。そこから、研究代表者は日本企
業が東南アジア各国において現地調達・生産
を段階的に進め、漸進的な能力構築を行うこ
とにより、東南アジアの二輪車産業において
生産、販売の両面で寡占状態を占めるまでに
成長したことを示し、海外展開に際する成功
事例と位置付けた。さらに東南アジアに加え、
インド、ブラジル、アフリカ（ナイジェリア、
ケニア、ウガンダ、タンザニア）と検討地域
を拡大させながら日本企業の能力構築のあ
りようを検討してきた。 
その結果、海外展開先における日本企業の
競争優位は明らかになりつつある一方、グロ
ーバルな組織という観点からみた日本企業
の競争優位の源泉は必ずしも明らかにはな
らなかった。 
そこで上述の実態解明と視角に基づくこ
とでこれまでの研究の不備を補い、日本企業
のグローバルな競争優位の源泉を明らかに
し、そのモデル化に取り組むことにした。 
 
２．研究の目的 
本研究は日本企業の国際的な競争優位の
源泉としてトランスナショナル化（本社と海
外拠点が相互依存の関係であり共同で優位
性を構築し共有するようになること）に着目
し、既存研究では不十分であった次の 3点を
明らかにすることだった。 
第 1に新興国の市場・拠点でのイノベーシ
ョンの発現について、オートバイ産業に即し
て明らかにすることだった。新興国における
イノベーションに関する既存の調査、研究の
多くは、地域的には中国、インド、東南アジ
アに、産業としては自動車に焦点を当てられ
ることが多かった。けれども、成長の速度や
市場規模、新興国の多様性を鑑みるならば、
南米やアフリカ、南アジアにおけるイノベー
ションは看過できなかった。また、オートバ
イ産業のイノベーションに大きな影響をも
たらすモータリゼーションに着目するなら
ばオートバイの普及が生じ続いて自動車の
普及が続くという段階があり、自動車のみな
らずオートバイ産業を検討する意義は大き
いと考えられた。さらにイノベーションの発
現は供給側から一方的に創出されるもので
はなく、需要側から創出されることも多かっ
た。イノベーションは市場と企業の相互作用
により生じるからである。 
第 2に、上にみた新興国のオートバイ産業
で生じたイノベーションが多国籍に展開す
る日本企業のグローバルな組織においてど
のような経路をたどり、どのような組織形態

を通じて共有されるのかを明らかにするこ
とだった。こうした本研究のイノベーション
へのアプローチ方法は企業のトランスナシ
ョナル化のありようを検討することにつな
がった。そして、企業のトランスナショナル
化は国際経営学の大きな課題のひとつであ
る。というのも、1990年代以降のグローバル
化の進展により、国際的な競争優位の確立に
向けて、企業は世界各国でイノベーションを
生じさせ、それを企業内のネットワークを用
いて世界全体で活用することが求められる
ようになったからだった。 
第 3に新興国でのイノベーションとそのグ
ローバルな組織における共有が日本企業と
いう組織全体の競争優位にどのような影響
を及ぼしているのかを明らかにすることだ
った。本研究は上述の実態解明と視角に基づ
きながらも、先行研究では十分に検討されて
いない新興国拠点と先進国にある本社、開発
研究所との間のイノベーションの共有のあ
りようから競争優位の源泉について検討し
た。 
 
３．研究の方法 
本研究は統計等マクロデータを中心とし
た資料の収集、整理および企業や官庁への訪
問、市場調査、工場見学による実態把握を通
じた研究が中心となった。それゆえ、本研究
は事例としてインド、バングラデシュ、ミャ
ンマーを取り上げ、現地において徹底的な現
地調査を行った。 
また、本研究は新興国でのイノベーション
創発とそのグローバルな組織上の共有を源
泉とする企業の競争優位に関する理論モデ
ルの構築を目指した。そうした面から本研究
は上記 3国に加えて日本の本社、マザー工場
における日本企業に関する実態調査が必要
になった。あわせて、本研究は各種文献や学
会誌に関する先行研究のサーベイを繰り返
し、国際経営学や企業戦略論に関する理論的
深化を図った。 
さらに本研究は国内および海外における
各学会や学会誌、研究紀要で調査内容、研究
成果を随時発表した。このことにより、本研
究で行う実態調査や理論的考察の妥当性を
検証し、その深化を図った。あわせて、企業
や官庁、業界団体に対しても報告を積極的に
行い、研究成果の社会への還元を図った。 
 
４．研究成果 
上記の研究目的に沿って成果を確認した
い。目的（1）は企業や販売現場の実態調査
を繰り返すことで特定の新興国における多
様なイノベーションを明らかにすることが
でき、概ね達成することができたと考える。
先行研究がほとんど皆無だったミャンマー、
バングラデシュのオートバイ産業の実態を
明らかにしたという研究意義がまず挙げら
れるだろう。さらにこうした新興国において
は販売形態により市場規模が影響されてい



て、販売と生産のタイトな関係とそのイノベ
ーションにおける重要性が示された。 
目的（2）（3）は実態調査に加え、国際経
営論を巡るサーベイと学会報告での議論、論
文の作成と発表を通じて概ね達成すること
ができたと考える。オートバイ産業は日本企
業が圧倒的な競争優位を有し、その中でも業
界一位のホンダのグローバル拠点における
調査によって、各拠点でイノベーション創発
に取り組んでいること、それをグローバルに
共有していること、それがホンダとしての価
格競争力、製品企画力、供給能力に大きく寄
与していることも明らかになった。ただし、
組織形態という点については、本社が海外拠
点の情報の共有において貢献していること
は示されたが、それがどのような組織階層に
もとづき、そうした階層上でトップマネジメ
ントのみならず、ミドルマネジメントやボト
ムアップ型のマネジメントがどのような影
響を及ぼしているのか、実態面も含め必ずし
も明らかとはならなかった。これは今後の研
究課題である。 
 より具体的にイノベーションのありよう
と企業の動向、その競争優位について記した
い。まず、インドについては地場系企業がマ
ジョリティを握り、さらには近年輸出も増大
させていた。そのため、インドの地場系企業
のうちオートバイの完成車企業を 10 社近く
訪問し、経営課題について検討するとともに
生産ラインの見学を行い、イノベーションの
発現の実態を確認した。 
また、バングラデシュは現在産業の形成段
階にあり、完成車組立企業が現地化を進めよ
うと取り組んでいる段階にあったが、そうし
た取り組みは企業ごとに異なるものであり、
イノベーション創出の多様性を確認できた。
さらに産業の創始段階にあるため、バングラ
デシュ政府の影響力は大きいものの、その産
業政策は必ずしも一定せず、課題がいくつか
あることも明らかになった。 
 一方、ミャンマーも産業の創始期にあたる
が、バングラデシュとは異なり開放的な政策
をとっていることが特徴的だった。これは本
給を通じて明らかになったミャンマーにお
けるオートバイの流通と販売動向から示さ
れたことであり、それはすなわち、販売価格
は国際的にみても廉価でありそのために市
場が急激に拡大するという消費者にとって
のメリットの一方、100 万台近い需要があり
ながらそれに供給するための国内の産業基
盤が皆無であるという供給側の課題だった。 
 実態調査の成果を数字からも説明したい。
インド、バングラデシュ、ミャンマーの 3カ
国を訪問し、60ほどの企業や官公庁を訪問し、
その実態や課題についてヒアリングを行い、
議論した。また、150ほどの販売店を訪問し、
消費者と供給者が直接の接点を有する販売
現場を確認し、消費者とそれへのマーケティ
ングやその結果としてのイノベーションを
確認できた。さらに、5000台ほどのオートバ

イについてブランドや排気量を確認するこ
とで、公の統計データにはないオートバイの
流通動向が明らかになった。 
 こうした実態調査を踏まえながら、日本企
業での新興国のイノベーション、組織内での
共有方法、その結果あるいは原因としての国
際経営戦略の策定と実行といった点につい
て理論的に考察し、これを国際学会で報告し
ながらブラッシュアップを図っている。 
また、本研究の成果のひとつとして、実態
調査そのものの方法論の妥当性について検
討したこともあげられる。本研究のような事
例研究はなぜ、どのように、といった因果関
係を明らかにすることに適しているとされ、
そうした点をより一般化しながら、考察を進
めた。 
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